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１．輸入食品の現状
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昭和 平成 令和

日本の総合食料自給率の推移 輸入食品件数・重量

3,191万ﾄﾝ
(R６年度）

247万件
(R６年度)



畜産食品

畜産加工食品

3,634,919

水産食品

水産加工食品
1,943,047

20,900,443

その他の食料品

2,526,034

飲料

1,105,622

食品添加物

751,083

器具

901,089

容器包装

96,757

おもちゃ

54,391

5

食品等の輸入の状況（令和６年度）

輸入重量
31,913,385

(トン)

農産食品
農産加工食品

※輸入重量ベース
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食品別輸入量上位５ヶ国 ①（令和６年度）

タイ
（27%）

中国
（24%）

米国（9%）

ニュージーラン
ド（9%）

オーストラ
リア（8%）

その他
（23%）

米国
（22%）その他

（23%）

タイ
（9%）

カナダ
（13%）

オースト
ラリア
（12%）

ブラジル
（21%）

中国
（38%）

その他
（22%）

インド
（6%）

米国
（8%）

タイ
（11%）

ベトナム
（16%）

その他（14%）

フィリピン
（5%）

ブラジル
（6%）

オースト
ラリア
（11%）

カナダ
（20%）

米国
（44%）その他

（48%）

チリ
（12%）

米国
（11%）

中国
（11%）

ノルウェー（9%）

台湾
（9%）

中国
（38%）

米国
（15%）

タイ
（9％）

イタリア
（6%）

韓国（3%）

その他
（29%）

畜産食品

畜産加工食品

水産食品

水産加工食品

農産食品

農産加工食品

※輸入重量ベース
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食品別輸入量上位５ヶ国 ②（令和６年度）
※輸入重量ベース

その他の加工食品

飲料

食品添加物

器具

容器包装

おもちゃ

オースト
ラリア
（51%）

その他
（21%）

タイ
（5%）

メキシコ
（11%）

中国
（8%）

韓国
（5%）

米国
（11%）

フランス
（11%）

韓国
（11%）

スイス
（7%）

その他
（52%）
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（8%）
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（37%）

中国
（21%）

ベトナム
（7%）

ブラジル
（4%）

インドネシア
（8%）

その他
（24％）

その他（9%）

中国
（70%）

韓国（3%）

ベトナム
（6%）

マレーシア（3%）

タイ
（10%）

中国
（39%）

マレーシア
（9%）

タイ
（12%） 韓国

（14%）

台湾
（8%）

その他
（19%）

中国
（73%）

ベトナム
（15%）

タイ（5%）

ラオス（1%）

インドネシア（1%）
その他（4%）



２．輸入食品の監視体制



消費者

輸入食品の監視体制

廃棄・積戻し又は
食用外転用

検査命令

違
反
情
報

輸
入
食
品
監
視
指
導
計
画
に
基
づ
き
実
施

海外における食品安全情報の収集

違反発見時の通報都道府県等監視指導計画に
基づく流通食品等の収去検査（必要に応じて）

厚生労働大臣への届出
販売又は営業上使用することを目的として輸入する食品、添加物、器具又は容器包装、乳幼児用
おもちゃについては、輸入の都度、厚生労働大臣に届け出ることを義務づけ
審査① 届出内容の確認（全ての届出が対象）

食品衛生法の規格基準等に適合するものであるか全ての届出を審査
審査② 検査での確認（必要に応じて）

審査①を実施後、違反の可能性に応じて、検査の実施を指導（検査命令・指導検査等）

不合格

輸
入
時
対
策

輸
入
時
対
策

国
内
対
策

国
内
対
策

事前相談・指導

輸
出
国
対
策

輸
出
国
対
策

モニタリング検査の実施（年間計画に基づく）

合 格

日本の規制に合った生産、製造、加工等
の管理

輸出国政府による証明書の発給
輸出前検査等

在京大使館を通じた、日本の法規制等の
英語での周知

輸出国との二国間協議や担当官を派遣し、
現地調査や現地での説明会の実施

輸出国での検査に関する技術協力

輸入届出

輸入者

輸出国政府 厚生労働省

厚生労働省 検疫所

都道府県等

リスクコミュニケーション

厚生労働省 検疫所
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３．輸出国対策
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輸出国における衛生対策の推進

 我が国の食品衛生規制の周知
• 輸入食品監視指導計画及びその結果に関する英語版情報の提供
• 食品衛生規制に関する英語版情報の提供
• 在京大使館、輸入者等への情報提供
• 輸出国の政府担当者及び食品事業者を対象とした説明会の開催

 二国間協議、現地調査等
• 輸入時に検査命令が実施されている食品等、法違反の可能性が高い食品等について、

二国間協議を通じた違反原因の究明及びその結果に基づく再発防止対策の確立の要
請

• 主要な輸出国における衛生対策に関する計画的な情報収集及び現地調査の実施
• HACCPに基づく衛生管理や衛生証明書の添付が求められる食品の輸出国における生

産等の段階での衛生管理対策の確認等

 輸出国への技術協力
• 残留農薬、カビ毒等の試験検査技術の向上など、輸出国における監視体制の強化に

資する技術協力の実施
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海外情報に基づき監視強化を行った主な事例
（令和７年度）

対象食品対象国海外情報の内容

魚醤イタリアヒスタミンが検出していたとして、現
地にて自主回収

ナチュラルチーズフランスリステリア・モノサイトゲネスが検出
され、現地にて自主回収



４．輸入時対策



食品等輸入届出窓口の配置状況
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◎
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●

●●
●

●●
●

●

●
●

小樽
千歳空港

仙台
仙台空港

東京（食品監視第二課）
千葉
羽田空港
川崎
成田空港

新潟

横浜
輸入食品・検疫
検査センター

名古屋

中部空港
四日市
清水

大阪
関西空港

神戸（食品監視課）
神戸（食品監視第二課）
輸入食品・検疫検
査センター広島

境
広島空港

那覇
那覇空港

◎

福岡
門司
下関
福岡空港
⾧崎
鹿児島

※令和８年４月１日現在

食品等輸入届出窓口 ３２検疫所 ● ◎
（検査課を有する ６検疫所 ◎）
輸入食品・検疫検査センター ★
食品等輸入相談室 １３検疫所

●

小松空港

●

東京（食品監視課）
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食品等の輸入の届出

食品等を輸入しようとする者は厚生労働大臣に

届出なければならない（食品衛生法第27条）

 輸入者の氏名、住所

 食品等の品名、数量、重量、包装の種類、用途

 使用されている添加物の品名

 加工食品の原材料、製造又は加工方法

 遺伝子組換え又は分別流通生産管理の有無

 添加物製剤の成分

 器具、容器包装又はおもちゃの材質

 貨物の事故の有無

等

届 出 事 項

15



輸入時検査の仕組みと実施状況（令和６年度）

70,034件

87,810件

48,050件※

違
反
の
可
能
性

高

低

検

査

率

包括輸入禁止
特定の国若しくは地域又は特定の者により生産等がなさ
れた輸入食品等について、食品衛生上の危害の発生を防
止するために特に必要があると認める場合に講じる。

検査命令
法違反の可能性が高いと見込まれる食品等について、輸
入者に対して輸入の都度の検査の実施を命じる。

モニタリング検査強化
輸出国等における食品等の回収や健康被害発生に関する
情報を得た場合や、モニタリング検査等により法違反が
発見された場合等に検査を強化。

モニタリング検査
多種多様な食品等について食品安全の状況を幅広く監視
すること及び法違反が発見された場合に輸入時の検査を
強化するなどの対策を講ずることを目的として、年度ご
とに計画的に実施。

指導検査
初めて輸入される食品や継続的に輸入される食品等につ
いて、輸入者に対して検査の実施を指導。

16

21万件
247万件
検査件数/届出件数
（届出ベース、重複除く）

※モニタリング検査の
延べ件数は100,982 件

（検査項目別の重複あり）
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輸入時における検査制度

 指導検査等
農薬や添加物等の使用状況や同種の食品の違反情報等を参考として、

輸入者の自主的な衛生管理の一環として、国が輸入者に対して定期的な
（初回輸入時を含む）実施を指導する検査等

 モニタリング検査
多種多様な輸入食品について、食品衛生上の状況について幅広く監視し、
必要に応じて輸入時検査を強化する等の対策を講じることを目的として、
国が年間計画に基づいて実施する検査
国が費用負担、検査結果の判明を待たずに輸入可能

 検査命令
自主検査やモニタリング検査、国内での収去検査等において法違反が

判明するなど、法違反の可能性が高いと見込まれる食品等について、
輸入者に対し、輸入の都度、実施を命じる検査
輸入者が費用負担、検査結果判明まで輸入不可



0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

0

2

4

6

8

10

12

14 モニタリング検査

検査命令

指導検査

違反件数

平成 令和 年度

輸入時の検査・違反件数の推移

18

違
反
件
数
（
件
）

検
査
件
数
（
万
件
）



19

厚生労働大臣による検査命令

検査命令

輸出国の再発防止策の確立等違反食品が輸出さ
れることのないことが確認された場合等
輸出国の再発防止策の確立等違反食品が輸出さ
れることのないことが確認された場合等検査命令解除

残留農薬
動物用医薬品

直ちに検査命令

違反の可能性が高い
と判断される場合
検査命令

モニタリング検査
頻度アップ

違反違反

腸管出血性大腸菌O157、アフラトキシン等
（同一の生産国又は製造者並びに加工者から
の同一の輸入食品を対象）

腸管出血性大腸菌O157、アフラトキシン等
（同一の生産国又は製造者並びに加工者から
の同一の輸入食品を対象）

健康被害の発生 健康被害発生の恐れ

違反



国別検査命令対象品目（令和８年４月1日時点抜粋）

20検査命令品目一覧（以下HPの１ 食品衛生法第26条第３項に基づく検査命令の実施についての別添１) https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_72155.html

全輸出国対象の４品目及び33カ国・地域対象の109品目
条件検査項目例対象食品例対象国・地域

現場検査の結果、異種フグが発見さ
れたものに限る。魚種鑑別フグ

全輸出国
（４ 品目） シアン化合物キャッサバ及びその加工品

（でんぷんを除く。）

シアン化合物シアン化合物含有豆類

淡水産であることを示す中国政府の
証明書が添付されたものを除く。麻痺性貝毒、下痢性貝毒二枚貝及びその加工品（貝柱

のみのホタテガイを除く。）中国
（39 品目） チアメトキサムたまねぎ及びその加工品

プロシミドンブロッコリー及びその加工品
エンロフロキサシンえび及びその加工品

ベトナム
（18 品目） エトキサゾール赤とうがらし及びその加工品

プロシミドンドリアン
別途指示する養殖業者が出荷した、
活又は生鮮のものに限る。クドア・セプテンプンクタータ養殖ひらめ及びその加工品

韓国
（13 品目）

別途指示する輸出者から輸出された
生鮮青とうがらしを除く。フルキンコナゾール青とうがらし及びその加工品

別途指示する輸出者から輸出された
生鮮ミニトマトを除く。フルキンコナゾールミニトマト及びその加工品

別途示すタイ政府が発行した証明書
が添付されているものであって、か
つ別途指示する輸出者から輸出され
た生鮮おくらを除く。

EPNおくら及びその加工品タイ
（12 品目）
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モニタリング検査と検査命令

無作為抽出 均等採取

同一食品群

無作為抽出 均等採取

同一生産国・同一食品群毎に実施

（実施せず）
無作為抽出 均等採取

モニタリング検査 検査命令

例） 農薬検査の場合

≦   50
51 ～ 150

151 ～ 500
501 ～ 3,200

3,201 ～ 35,000

≧ 35,001

届出箱数

3
5
8

13

20

32

開梱数

1kg

採取量

1．検査頻度
年間計画に基づき無作為に実施。

2. 検査対象
同一食品群毎に実施し、国、製造

者の別は問わない。
3．検体採取量

全体を代表するために統計学的に
定められた開梱数に基づき採取。

1．検査頻度
輸入の都度、全届出検査。

2．検査対象
同一生産国、同一食品群毎に検査を実施

。法違反の可能性が高いと見込まれる食品
の範囲が製造者等に限定可能な場合は、当
該製造者に限定して実施。
3．検体採取量

全体を代表するために統計学的に定めら
れた開梱数に基づき採取。

例：10％の頻度で実施する場合

輸入届出

（1件）

輸入届出

（9件）

すべての
輸入届出
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販売計画の提出について①

従来 H28年10月7日以降

対象食品：モニタリング検査を行う届出

のうち、食品、添加物の規格基準によ

り、腸炎ビブリオの成分規格が設定さ

れているゆでだこ、ゆでがに（飲食に

供する際に加熱を要しないものに限

る。）、生食用鮮魚介類、生食用かき

（むき身に限る。）及び冷凍食品（生

食用冷凍鮮魚介類に限る。）。

対応：法違反が判明した場合に速やかに

当該食品の遡り調査及び回収措置等が

可能となるよう、あらかじめ輸入者に

対して、当該食品の保管及び流通状況

の把握に努めるよう指導する。

対象食品：モニタリング検査を行う全て

の届出

対応：法違反が判明した場合に速やかに

当該食品の流通状況調査及び回収措

置等が可能となるよう、輸入者に対

して、当該食品の保管及び流通状況

の把握に努め、その時点で把握して

いる販売計画を提出するよう指導す

る。
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販売計画の提出について②

販売計画

 届出受付番号及び品名

 出荷又は販売予定先の名称及び所在地

 出荷又は販売予定年月日（モニタリング検査
結果が判明次第流通させる場合はその旨）

 出荷又は販売予定先毎の出荷予定量又は販売
予定量

 出荷又は販売予定先に係る保管及び運搬予定
業者名

法違反が判明した場合に速やかに当該食品の遡り調査及び

回収措置等が可能となるよう

等分かる範囲で提出
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令和６年度輸入食品監視指導計画監視結果

 届出・検査・違反状況

 届出件数 2,466,004件

 検査件数 206,227件 （検査率8.4％）

（検査命令 70,034件、モニタリング検査 48,050件、指導検査等 87,810件）

 違反件数 731件 （届出件数の0.03％）

 モニタリング検査実施状況

 計画数延べ100,224件に対し、延べ100,982件実施（実施率約101％）

 モニタリング検査強化移行品目

 34の国・地域の56品目

 検査命令移行品目

 11の国・地域の23品目

 検査命令対象品目

 全輸出国４品目及び33の国・地域の109品目（令和８年4月1日時点）



主な食品衛生法違反内容（令和６年度）
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主な違反内容構成比(％)違反件数違反条文

アーモンド、とうもろこし、ピスタチオナッツ、落花生等のアフラ
トキシンの付着、杏の種子等からのシアン化合物の検出、蒸留酒か
らのメタノールの検出、米、小麦、菜種、落花生等の輸送時におけ
る事故による腐敗・変敗（異臭・カビの発生）

25.0194（延数）
193（実数）

販売等を禁止される食品及
び添加物6

衛生証明書の不添付0.32（延数）
2（実数）病肉等の販売等の禁止10

指定外添加物(L-トレオン酸マグネシウム、TBHQ、アゾルビン、ア
ルコール脱水素酵素、イソオクタン、オレンジＩＩ、サイクラミン
酸、トリエチルアミン、パテントブルーＶ、フマル酸鉄、モリブデ
ン酸アンモニウム、ヨウ素化塩、硫酸アルミニウムナトリウム)の使
用

5.845（延数）
43（実数）添加物等の販売等の制限12

農産物及びその加工品の成分規格違反（農薬の残留基準超過、E.coli
陽性等）、畜水産物及びその加工品の成分規格違反（動物用医薬品
の残留基準超過、農薬の残留基準超過等）、その他加工食品の成分
規格違反（大腸菌群陽性等）、添加物の使用基準違反（安息香酸ナ
トリウム、二酸化硫黄等）、添加物の成分規格違反、安全性未審査
遺伝子組換え食品の検出等

65.9512（延数）
477（実数）

食品又は添加物の基準及び
規格13

材質別規格等の違反3.124（延数）
21（実数）

器具又は容器包装の基準及
び規格18

おもちゃの規格違反0.00（延数）
0（実数）おもちゃ等への準用規定68

777（延数）
731（実数）計 ※

※第6条第2号及び第12条違反が1件
第12条及び第13条第2項違反が4件
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 目的
法違反を繰り返す輸入者等に対し、法違反の原因の改善、再発防止、

その他衛生上の必要な措置を講じさせる

 検討開始要件
すべての輸入者を対象に、四半期毎に検査実績を調査し、

法違反確定時における直近60件の検査の違反率が５％以上であった
場合、処分の適用を検討する
処分適用の前段として、該当する輸入者に対して、食品等を輸入す

る際の安全管理を見直し、再発防止対策を講じるよう指導する
とともに、期限を設けて文書報告を求める
上記指導後においても法違反の状況に改善が見られない場合は、

法第60条第２項に基づく営業の禁停止処分を講じる

輸入者の営業の禁停止処分



0

0.5

1

1.5

2

2.5

輸入相談時点 輸入時点

違反率（令和６年度）（％）
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輸入者に対する輸入前相談

輸入前相談時点で判明する場合が多い。
⇒輸入前相談により効果的に輸入食品の

法違反の防止が可能。

0.03%

2.20%

（資料出所）厚生労働省「令和６年度における輸入食品監視指導
計画に基づく監視指導結果」

①輸入届出件数:2,466,004 件
輸入時に判明した違反件数:731 件

②輸入相談実施件数:21,654 件
相談時に判明した違反該当件数:477 件

輸入事前相談（輸入食品相談指導室）
全国13検疫所本所（小樽、仙台、成田空港、東京、横浜、新潟、名古屋、大阪、関西空港、神戸、

広島、福岡、那覇）には輸入者のための輸入食品相談指導室を設置し、個別の相談に応じている。

食品衛生法に関する情報については、厚生労働省ホームページや検疫所を
通じて随時提供する他、輸入者等に対して輸入事前指導を含めた個別の食品
に関する相談対応の実施や説明会等を開催している。



28

輸入者に対する輸入前相談

輸入事前相談（輸入食品相談指導室）
全国13検疫所本所（小樽、仙台、成田空港、東京、横浜、新潟、名古屋、大阪、関西空港、神戸、

広島、福岡、那覇）には輸入者のための輸入食品相談指導室を設置し、個別の相談に応じている。

食品衛生法に関する情報については、厚生労働省ホームページや検疫所を
通じて随時提供する他、輸入者等に対して輸入事前指導を含めた個別の食品
に関する相談対応の実施や説明会等を開催している。

令和６年度令和５年度令和４年度令和3年度令和2年度

12,83113,65913,93114,47114,903輸入相談実施件数

21,65423,26622,57923,29723,781品目別輸入相談件数

477404340517523品目別違反該当件数

※当該数値は、輸入食品相談指導室において、輸入に先立ち実施された事前相談のみを計上



５．国内対策
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国内流通時における輸入食品の監視体制

 都道府県等監視指導計画
• 都道府県等が各地域の特性等を踏まえて、国が行う輸入時検査の実施状況

を勘案し、毎年度、監視指導の基本的な方向、重点的に実施する項目等を
計画

• 店舗等からの抜き取り検査、輸入事業者への自主管理の指導等を実施

 厚生労働省と都道府県等の連携
• 厚生労働省は、輸入時検査で違反が確認された場合や、海外における食品

安全情報から違反食品等が国内に流通している場合には、必要に応じて、
都道府県等と連携し、回収等の措置を講じる

• 都道府県等による輸入食品検査で違反が確認された場合は、都道府県等が
回収等の措置を講じるとともに、厚生労働省へ速やかに報告し、厚生労働
省は公表及び輸入時監視の強化を実施



６．令和８年度輸入食品
監視指導計画
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輸入食品監視指導計画について

 輸入食品監視指導計画について

 輸入時の検査や輸入者の監視指導等を効果的かつ効率的に実施し、

輸入食品等の一層の安全性確保を図るため、食品衛生法第23条に基

づき、輸入食品等について国が行う監視指導の実施に関する計画を

策定するもの。

 輸入食品等の監視指導の基本的な考え方

 食品安全基本法第４条において、食品の安全性の確保は、国の内外

における食品供給の行程の各段階において必要な措置が適切に講じ

られることにより行わなければならないとされている。この観点か

ら、輸出国、輸入時及び国内流通時の３段階での衛生確保対策を図

るべく計画を策定し、監視指導を実施する。
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令和８年度輸入食品監視指導計画について①

【重点的に監視指導を実施すべき事項】

輸入届出の審査による食品衛生法への適合性確認、輸入時検査の実施 など

【輸出国段階における衛生管理対策の推進】

計画的な情報収集及び現地調査による対日輸出食品の衛生管理対策の推進 など

【輸入者による自主的な衛生管理の推進】

食品衛生上の規制、輸入者の責務等の周知 など

【法違反が判明した場合の対応】

廃棄等又は迅速な回収の指示及び再発防止策の構築の指導 など

【関係者相互間の情報及び意見の交換】

輸入食品監視指導計画及び結果の公表、リスクコミュニケーションの推進 など

令和８年度における監視指導の具体的内容
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令和８年度輸入食品監視指導計画について②

● 輸出国、輸入時、国内各段階での対策を継続して実施

● モニタリング検査の検査項目については、違反状況、
健康被害発生の可能性を考慮した重点化を図り設定

● 輸入時検査を中心とした監視体制に加え、輸出国での
生産等の段階における安全性を確保する取組みを継続

令和８年度の輸入食品監視指導の基本的方向

● より効果的なモニタリング検査の実施に努め、必要な
体制整備を検討
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令和８年度輸入食品監視指導計画について③

輸出国における衛生管理対策の推進

① 我が国の食品衛生規制の周知

② 二国間協議、現地調査等
・検査命令対象食品等の輸出国の生産等の段階における衛生管理等

の対策強化を推進

・経済連携協定締結国等の食品衛生に係る情報収集

・BSEの問題に係る対日輸出牛肉の安全性確保

・HACCPに基づく衛生管理や衛生証明書の添付が求められる食品

の輸出国における生産等の段階での衛生管理対策の確認等

③ 輸出国における監視体制の強化に資する技術協力等
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令和８年度輸入食品監視指導計画について④

輸入時の監視指導のポイント

① 輸入者への自主的な衛生管理の実施

・いわゆる健康食品に対する健康被害情報の確認や指定成分等含有食品の指導

・食品用器具・容器包装のポジティブリスト制度に関する周知及び指導

・輸入届出の内容と実際の貨物が同一であることの確認の指導

② モニタリング検査の実施
・残留農薬等のポジティブリスト制度による残留農薬検査等の継続

・食中毒事例や病原微生物等の健康被害発生の高いと考えられる項目の重点的

な検査

・違反状況、海外情報等に応じたモニタリング検査の実施

③ モニタリング検査以外の行政検査の推進

④ 検査命令の実施

⑤ 包括的輸入禁止措置の検討

⑥ 海外からの問題発生情報等に基づく緊急対応



７．令和８年度輸入食品等
モニタリング計画の実施について
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令和８年度輸入食品等モニタリング計画の実施について

モニタリング検査計画数 約100,000件

25,53025,300残留農薬
14,00013,580成分規格（大腸菌群等）
12,60012,680添加物
15,31015,000病原微生物（リステリア等）
13,32013,000抗菌性物質等
7,6208,820カビ毒（アフラトキシン等）

950950遺伝子組換え
670670放射線照射

10,00010,000検査強化品目（SRM除去確認含む）
100,000100,000合 計

モニタリング検査の件数は、
① 統計学的手法に基づき、特定の食品群に１％以上の違反食品が含まれている場合、一定の信頼度（95％）で、１件以上の違反を

発見することができる検査件数（299件）を基本としつつ、
② さらに、輸入件数、輸入重量、過去の違反率、違反内容の危害度を勘案し、食品群ごと、残留農薬等の検査項目ごとに、

設定している。

※ 米・ねぎ・香辛料等の残留農薬、 雑穀・落花生・豆類加工品等のかび毒、
調味料・菓子等の添加物などを強化
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モニタリング検査件数の算出方法

10％7.5％5％2.5％1％0.75％0.5％0.25％0.1％違反食品の割合

2939591192993985981,1972,995
95％の信頼度で１件以
上の違反を発見するこ
とができる検査件数

放射線
照射

遺伝子
組換え

カビ毒
成分

規格等
添加物

病原
微生物

残留
農薬

抗菌性
物質等

検査分類

－－－29959２）2991,197１）299基本件数

（例）冷凍野菜における検査件数の算出

１）過去に違反があり、違反率も高いことにより、検査数を増加 ２）過去に違反がないことにより、検査数を減少

○「輸入件数」「輸入重量」「過去の違反率」「違反内容の危害度」を点数化※し、合計点数
に応じて検査件数を設定 （※件数、重量が多いほど、違反率、危険度が高いほど、高い点数）

合計点数 低い基本合計点数 高い

○ モニタリング検査の件数は、
① 統計学的手法に基づき、特定の食品群に１％以上の違反食品が含まれている場合、一定

の信頼度（95％）で、１件以上の違反を発見することができる検査件数（299件）を基
本としつつ、

② さらに、輸入件数、輸入重量、過去の違反率、違反内容の危害度を勘案し、食品群ごと
、残留農薬等の検査項目ごとに、設定している。

（参考）Codexガイドライン「食料生産動物への動物用医薬品の使用に関連して各国において食品安全を保証するための規制プログラムを設計・実

施するための指針」（CAC/GL 71-2009）
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輸入食品監視指導計画に関する情報提供について
１．厚生労働省のホームページにおける情報提供

○ 輸入手続、監視指導計画及び結果、統計情報、検査命令やモニタリング検査の実施通知、
監視指導に関する通知等、違反事例、輸出国対策、FAQ等を掲載

日本語:https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/yunyu_kanshi/index.html
英 語:https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/yunyu_kanshi/index_00017.html

２．意見交換会、説明会等
○消費者、事業者等との意見交換会

毎年、消費者、食品関係事業者、関係団体、行政担当官等を対象に、意見交換会を開催

○パブリックコメントの実施
毎年、輸入食品監視指導計画（案）について、広く国民の皆様の意見・情報を募集

○講演会等への講師派遣
地方自治体及び団体が主催する講演会等にも担当者を派遣

３．パンフレット等の作成
食品安全の取組に関するパンフレット､ポスターや動画を作成（日・英）



ご清聴ありがとうございました


